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This paper examines the relationship between prices and qualities of college education
both in Japan and the United States. The analysis of correlation coefficients among
various variables reveal that there are no clear relationships among tuition charges,
educational qualities, and selectivity indices in Japan's universities. However, some
literature on American higher education depict that there is a strong association
between prices and educational quality or students academic gains in US universities.
The relationship among variables in American universities can be easily understood
that students are willing to pay more to better quality institutions while the counterpart
in Japan is not that tuition fees are charged regardless of institutional qualities. This
suggests that higher education institutions in Japan have a power to control their prices
because higher education supply has been limited to its huge demand.
　財やサービスを購入する場合，それらの質が他の競合するものに対して優れていれば，
より高い価格でもそれを選択する消費者は存在する。大学教育サービス購入の場合，質は
多様であり，また学生納付金で表される価格も私立大学ではさまざまであるが，価格は質
を反映したものとして設定されているのだろうか。また学生は価格に応じた教育の質を享
受しているのだろうか。本稿では，大学教育における質と価格の関係を日本においては，
実証的データを用いて，アメリカにおいてはこれまでの研究結果をもとに検討した。
1．学生にとっての教育の質
　先ず教育サービスの消費者である学生の側にとって，大学教育の質とは何かを検討して
おこう。教育の質の定義として，全国の大学が共通に利用しているのは，大学設置基準で
定められた数値である。これは明らかに大学教育の質の最も普及した定義と言ってよい。
＊本稿は平成11年度科学研究費補助金基盤研究（C)(2）による研究成果の一部である。
　（課題番号10610282）
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日本の大学は文部省から設置認可を受けるときに，この基準に準拠し，さまざまな人的物
的な教育条件を整備しなければならない。そして設置後も無視してよいものではなく，国
庫補助金申請時にも私学振興財団に提出し，審査を受けなければならない基準である。新
制大学発足後から，この基準は質の最低基準として考えられてきた。しかしこれらの質は，
認可行政や私学振興行政にとって重要な意味を持つが，受験生にとってそれほどなじみの
あるものではない。これらの数値は大学選択の際の，情報としては，それほど価値のある
ものではない。数値に表されるより，現実の大学選択はより複雑で多様なのである。
　学生にとって進学先を選択する場合，もっとも知りたいと願うのは，どんな教育が行わ
れ，どのような知識技術が獲得でき，そしてその結果，卒業後どんな職業に就けるかであ
ろう。学生にとって最も魅力的な大学は，受験勉強にそれほどエネルギーを注がなくても
よいような，入学するのに比較的容易な大学であり，かつ卒業時には，就職に有利であり，
職場で有効な能力や資質を獲得できる大学である。すなわち大きな付加価値を学生に与え
てくれる大学である。しかしこの付加価値を測定することは，実際には困難である。この
測定には，一方で学生の入学時の学力，モチベーション，パーソナリティ，アティチュー
ドなどと，他方卒業時の学力，その他の特性についてのデータが必要である。入学時の学
力は，入学試験などをもちいて測定することは可能であるが，卒業時に同じ学力を測定す
ることは，ほとんど行われていない。高校教育と大学教育が根本的に異なり，卒業時の学
力を測定しても，意味がないからである。しかし卒業時の部分的な学力を推定する方法も
考えられる。医学部学生の医師国家試験合格率，法学部学生の司法試験合格率，国家公務
員上級職合格率を検討することで推定できる。または学生に人気の高い一流有名企業への
就職率においてすら，学力と全く無関係と言うことはないだろう。
　入学時の学力が，比較的低い学生を良質な教育によって，卒業時に高い付加価値を備え
させて，就職に有利にさせてやるという理想的なストーリーは，現実ではなかなかできな
い。国家試験合格率なり就職率が高いとなると，大学はそれを積極的に宣伝し，その大学
は早晩入学難易度が上昇してしまうから，最初から学力の高い学生が集まり，付加価値の
高い大学の存在は短命となる。
2．教育の質の指標
　学生の用いる教育の質の評価と，文部省や私学振興財団の用いる質の評価とは異なるこ
とを確認した。またこれまで諸研究でも様々な教育の質を表す指標が用いられた。ここで
はそれらを整理検討してみる。
　ST比：教員一人当たり学生数，または学生一人当たり教員数。これは例えば，国立大学
と私立大学の教育の質を比較する場合に用いられる。教員一人当たり学生数が少ないほど，
質が高いとされる。これまで多くの研究で，私立大学教育の質の低さを指摘する際に用い
られてきた。しかし学部構成，大学院の規模，教員の担当授業数などを調整しないと正確
な比較はできない。単一学部だけを対象にすると，私立と国立大学の教員一人当たり学生
数の違いは，それほどないと言う指摘もされている。
　定員超過率：日本の大学は，国立も私立も学生の定員が定められている。しかし私立大
学では，定員以上に学生を収容することは，日常的に行われてきた。大学設置基準によっ
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て教員数と学生定員とは，決められているので，定員以上に学生を入学させれば，教員一
人当たり学生数は多くなり，教育の質は低下することになる。経営上の理由から，教育の
質が犠牲にされたといえる。定員超過率，一般に水増し率と呼ばれているが，これは，1960
年代の大学拡大期には2倍を超える大学も珍しくはなかったが，私立大学への国庫助成が
本格化した1975年頃から改善されている。先のST比と定員超過率が高いと，経常費補助
金獲得に不利となるいわゆる傾斜配分方式の採用のためと考えられる。ST比と定員超過率
は，絶対的な基準があるわけではないので，諸条件を調整してクロスセクショナルまたは
オーバータイムな比較検討によって意味を持つ。
　単位費用：これは，たとえば，学生一人当たり経常支出で表される。市川は大学教育費
の比較には，以下の諸点の注意が必要としている（市川）。①付属病院，付置研究所等の経
費は除く。②昼間部と夜間部の割合を考慮。③債務償還費を考慮。④消費的支出と資本的
支出の区別。⑤専攻分野構成を考慮。⑥大学院生の比率を考慮。そして市川は，私立大学
の単位経費が低いのは，社会科学系学生の構成割合が大きいこと，大学院学生の割合が小
さいことを挙げている。
　日本の私立大学の場合，消費支出にしめる人件費の割合が高い。よって単位費用が高け
れば，教職員に支払う給与割合が大きいと考えられ，ST比と相関が高くなる。この指標の
一つの難点は，教職員一人当たり給与が比較的高いと，たとえ多くの教職員が存在しなく
ても単位費用が高くなってしまうことである。また給与は，年齢によっても影響され，教
職員の年齢構成の高い大学では，単位費用は高く計算されてしまう。もちろん教職員給与
や年齢構成が各大学でそれほどちがわないなら，問題はない。第二の難点は，経常経費を
用いることから生ずる。資本的支出は，土地建物などの場合，毎年コンスタントにあるわ
けではないので，単位費用に組入れるのは，問題があるが，図書，コンピュータなどは資
本的支出であるにもかかわらず，毎年必要もしくは比較的短い期間に更新の必要があり，
学生の教育の質に大きな影響を与える。これらを何らかの形で，単位費用に反映させる必
要がある。
　教育研究経費比率：この比率は，分母に帰属収入または消費支出をとる。教育の質とい
う観点からこの比率を解釈するのは難しい。直観的には，教育研究経費比率の高い大学な
り学部は，教育の質が高いと判断されやすいが，一概にそういえるわけではない。消費支
出を分母にした場合，教育研究経費比率を高めるためには，主に人件費と管理経費とを犠
牲にする必要がある。しかしこれらはともに教育の質にとって重要な経費である。特に，
人件費は，教員一人当たり学生数を下げたり，非常勤講師担当授業を専任教員によって置
き換える場合，上昇することになる。よって教育研究経費比率は，高めればよいというも
のでは決してない。
　教員数，学生数，大学学部数：これらは規模変数である。教育条件のより恵まれた国立
大学の学生数が，私立大学のそれに比べ少ないことから，学生数で表された大学や学部の
規模は，大きいとマイナスのイメージが持たされやすい。水増し入学とも結びつく。規模
が教育の質とどのような関係を持つかは，2つの考え方がある。一つは規模をマイナスと
とらえる。教育は小規模，少人数のほうが効果があるという考え方であり，大規模クラス，
マスプロ教育，マイク付き教室などの言葉によって規模自体を否定的に考える。そこでは
教師と学生，また学生同士の関係が希薄となり，教育の効果も小さく，質も低いとされる。
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しかし規模を積極的に評価する第二の考え方も成り立つ。大規模大学では教員の専門分野
は多様になり，学生はより広い分野にわたって受ける授業を選択することができる。また
大規模ゆえに，学生の課外活動，たとえば，多種類のクラブ，同好会，サークル活動が可
能である。それ故大規模大学のほうが学生は，学生同士の接触が大きくなることも考えら
れる。
　歴史：大学の歴史は具体的には，設立年数として測定できる。これも教育の質を構成す
る指標として考えられる。歴史が長いほど数多くの物的人的資産が蓄積しているはずだか
ら，教育の質は高いはずである。
　就職状況：学生の卒業後の就職状況は，学生の大学生活に影響を与える。就職状況は，
単に就職率では表されない指標である。どれほど人気のある企業に就職できるか，または
職業に就けるかを表す指標でなければならない。医師の国家試験合格率，このところの教
員としての就職率が含まれるだろう。
　入学難易度：学生は大学が提供する教育条件だけに影響されるわけではない。教員個人
や学生同士で影響される。それゆえに入学難易度は，教育の質を構成する。入学難易度の
高い大学に入学した学生は，より高い学力を持った，より高いアスピレーションを持った
他の学生と知り合う機会を有する。教員もより威信の高い大学で研究し，より高い能力を
持った学生を教育することを欲するので，教員の移動は，入学難易度の低い大学から高い
大学への移動が普通となる。よって難易度の高い大学では，より優秀な教員の授業を受け
ることになる。これは教員の教育能力が高いことを必ずしも意味しないが，少なくとも研
究業績の多い教員の授業をうけることができる。入学難易度は，受験生の大学評価ランキ
ングである。
3．日本の大学の質と価格
　大学教育の質を表す指標と授業料との関連は，それらの相関を検討することによって推
測ができる。そこで1989年と1999年の2時点で，指標間の単純相関係数を計算してみた。
学部は1989年時点で経済学部という名称を用いている学部のみを扱った。当時81経済学部
が存在した。1999年では，経済学部はそれ以上数えるが，比較のため81学部のみを対象と
した。
　結果は表1及び2に示した。これによるとST比が高いと，すなわち教育条件が悪いと，
授業料が高いという関係が見られ，この傾向は，特に1989年のほうが強い。定員超過率は，
1999年で，その値が高いと，すなわち教育条件が悪いと，授業料が高いことが明らかであ
る。日本の私大経済学部では授業料は，教育条件に見合った形で徴収されていない。入学
定員，在籍学生数，専任教員数，専任兼担任教員数などの規模変数と授業料との関係は，
明確で一貫した関係があるわけではない。係数の符号は，一定ではなく，係数自体も小さ
い。また1989年と1999年との比較についても一貫した関係は見いだせない。
　大学の歴史と授業料について，1999年では，設立年数が長いほど，授業料は低いという
関係が見いだせた。しかし1989年で両者の関係はほとんどない。また1999年では入学難易
度が高いほど，授業料が安価であった。設立年数と入学難易度の相関が高いことと併せて，
1999年には，全国的に有名大学ほど，授業料が安価であるといえる。これは，1989年とは
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ちがった現象である。
　1989年と1999年との授業料の差，すなわちここ10年間の授業料値上げ分は，教育条件と
どのような関係があるかを知ることができる。それによると，授業料の増加は，入学難易
度の低い学部で，設立年数の短い学部で，大学学部数の少ない小規模大学でおこったこと
がわかる。有名大規模大学では，授業料の上昇が小さかったといえる。そして授業料上昇
と定員超過率との相関は，比較的高く，教育条件と価格とは見合ってないことを明確に示
している。
4．アメリカにおける大学教育の質
　大学教育の質を測定すること，また大学が学生にどんな影響を及ぼしているのかを測定
する作業は，アメリカでは機関研究（institutional　research），カレッジインパクト研究（college
impact　study）と呼ばれる分野で行われてきた。この分野は，　Burton　Clarkが1973年の論文
で，将来の有力な高等教育の社会学的研究分野の一つと位置づけている（Clark）。この分野
の専門家の研究バックグラウンドは，測定，評価，パーソナリティ変化を扱うことから心
理学者が多い。よって測定理論や方法に関しては，ち密な検討が行われたが，一方研究の
中に社会経済的変数が分析の中に含められることは少ない。例えば，カレッジインパクト
研究において，大学のドロップアウト率や数は，大学の特性とどのような関係があるのか
を見出そうとする。大学の中のカリキュラム，規模，教員特性などが，ドロップアウトと
の関連で検討されるが，例えば何故社会的経済的に低い家庭出身の学生が，中途退学する
傾向があるのかは，問われることが少ない。よってカレッジインパクト研究は，Clarkがも
う一つの重要な高等教育の社会学的研究分野と指摘した機会均等の問題とドッキングし，
高等教育研究の発展した研究分野となることはなかった。
　ところで大学が学生に及ぼす影響の一つに，経済的な効果がある。学歴が高い者ほど，
賃金が高くなる傾向があるので，大学教育が，どのように人々の経済的生産性を高めるか
が，経済学者の間で議論されてきた。これには，経済学の分野で，主に2つの考え方があ
る。一つは人的資本理論と呼ばれる理論で，これは素直に大学教育が，学生の在学中に経
済的生産力を高める能力の開発をしていると考えるので，大学教育を受ける方が受けない
より，また大学教育を受ける期間が長いほど生産力が高まるとする。もう一つは，スクリー
ニング理論とよばれる理論で，これは，大学教育の中味が問題ではなく，大学が人々の潜
在能力の選抜を行っているので，大卒のほうがそうでない者より生産性が高くなると考え
る。ここでは大学教育がどのようなことを教えているのか，大学教育が学生にいろいろな
特性を発達させているのかは，生産性とは無関係であるとする。どちらが正しいのか決着
はついてはいないが，疑問に思うのは両者とも大学の内部で何が行っているのか，大学が
学生の特性変化にどのような影響を及ぼしているのか検討しようとしないことである。
　カレッジインパクト研究は，大学の質が学生の特性変化に影響を及ぼすかを測定するが，
ほとんど大学の質が，卒業生の所得に影響するかどうかを問わなかった。他方経済学的研
究は，大卒と高卒との賃金格差や内部収益率がどのくらいかを測定するが，大学の質が卒
業生の賃金にどのように影響するかは問わない。しかし最近では，ようやく両者の欠点を
補う研究があらわれてきた。例えば，大学の質が賃金に影響するかをを明らかにした研究
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表1　単純相関マトリックス
　　　　　　　　　　　1989年
（経済学部　N＝81）
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表2　単純相関マトリックス
　　　　　　　　　　　1999年
（経済学部　N＝81）
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もある。また，そのインパクトは学生の家庭背景が恵まれているほど大きいことも示され
ている。しかし大学の質を構成するどの変数が重要なのかは不明である（Russell）。
5．ランキングと価格
　アメリカの代表的な大学進学ガイドブックであるPeterson’s　Guide　to　Four－Year　Colleges
1998には，入学難易度一覧表が掲載されている。それは，5段階に分かれ，そのうち入学
が最も難しいとされる大学のグループは，新入生の75％以上が高校のクラス上位10％以内
に入り，SATの1得点が1600満点中1250点以上，　ACTで29点以上（36満点中）を記録し，
志願者の30％以下しか入学許可されない大学で構成される。ここに入る大学は，ほとんど
が私立大学である。難易度の高い方から第2群に，やっと州立の名門であるUniversity　of
Californiaの各校，　University　of　Wisconsin，　University　of　Michigan，　University　of　Texas等が
入ってくる。
　この表と，全米大学授業料の一覧表とを用いて，入学難易度と授業料との関係を推測す
ることができる。その結果，入学難易度と授業料とは，ほぼ相関することがわかる。特に，
高難易度，高授業料の大学で高い相関があるといえる。これらの大学は，United　States　Air
Force　Academy，　United　States　Naval　Academyなど国立の無償機関を例外として，ほとんど
が私立大学である。アメリカの私立大学，特に選抜的で有名な私立大学の授業料は，1980
年代に急上昇したことはよく知られている。例えば，シカゴ大学では，1980年年間授業料
は5，100ドル，1991／92年価格で8，090ドルであったが，1991年には15，945ドルに急上昇して
いる。Harvard　University，　Duke　University，　University　of　Chicago，　Carleton　Universityという
4つの選抜度の高い私立大学の財務を検討したClotfelterの研究によると，これら4つの大
学では，他の大学よりも授業料上昇のペースが高かったという。そして授業料の上昇は，
支出の上昇，教員給与の上昇，学生に対する奨学金支出の上昇，教育負担の減少，教員数
の増加，専任教員による授業数の減少という変化を伴ったという（Clotfelter）。
　州立大学だけに限ってみても，高難易度，高授業料の関係は存在する。日本の国立大学
は，入学難易度に無関係に授業料は一律であるが，アメリカの州立大学はそうではない。
例えばミシガン州の場合，最も難易度の高い州立大学は，University　of　Michiganであるが，
そこでの授業料は，5，548ドル，州外学生はさらに11，524ドル追加しなければならない，次
に難易度の高いといわれるMichigan　State　Universityは，4，921ドル，州外学生はさらに7，035
ドル必要である。またEastem　Michigan　Universityは，3，292ドル，州外学生は4，380ドル追
加，Westem　Michigan　Universityは3，180ドル，州外学生4，200ドル追加である。これは州立
大学の階層性が，基本法（California’s　Master　Plan）により，顕在的に確立されたカリフォ
ルニア州でもいえる。University　of　California　systemの各大学は，選抜度及び授業料の双方
において高く，California　State　Universityの数大学がつづく。その後には，多くのCommunity
College　systemにある大学が位置する。そして，それぞれのグループ内で各大学は独自の授
業料を設定している。
　ランキングと価格の関係を明らかにする関連した研究分野として，経済学的研究とカレッ
ジインパクト研究の2つがあるとは，先に述べた。経済学的研究は，インプットとアウト
プットの単純な関係を問題にするだけである。またカレッジインパクト研究には，授業料
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などの経済指標が分析の中に変数として入り込むことは少ない。それら2つのタイプの研
究の補足をしながら，Gilmoreは，大学の質と価格は相関するのか，また大学は学生に影
響力を行使するのかという課題に検討を加えている（Gilmore）。それによると，大学の質
を入学難易度，評価，基本財産，カリキュラム，教員学生比，図書館の規模，大学院の存
在など伝統的な指標で表すと，これらは価格と相関が見られるという。また学生の教育効
果を，一年生の成績，二年生の在学継続率，卒業率で表すと，これらは，価格と相関する
という。つまり授業料の高い大学ほど，教育の質が高く，学生に対する効果も大きいこと
が確認される。
　Gilmoreはさらに，一般的に大学は，　high－cost，　high－performance及びlow　cost，　low－
performanceの傾向があるが，この一般的傾向からはずれてしまったlow－cost，　high－
performance（グループ2），とhigh－cost，low－performance（グループ3）に入る大学を詳し
く検討している。グループ2に入る大学では，学生の授業料が，単位費用の47．6％だけを
占めるのに対して，グループ3ではその値は64％である。そして授業料と奨学金の差（aid
gap）は，グループ2で1，603ドルであるのに対して，グループ3では2，308ドルである。こ
のaid　gapの差は，学生一人当りの大学の基本財産の差からもたらされるとしている（グ
ループ3が4，946ドル，グループ2が7，069ドル）。この場合両グループの単位費用は，ほと
んど同額であった（グループ3が8，916ドル，グループ2が8，446ドル）。結局グループ3に
属する大学は，基本的財産の差によって，同質レベルの教育の維持に授業料を高く設定し
なければならないと推論している。
　Gilmoreは，さらにグループ3の大学は建物や施設に，210万ドル余分に使っており，そ
れに対して書籍に対する支出は，15％少なく，雑誌支出は33％少ないことを明らかにした。
しかしグループ3の学生の応募率はグループ2より10％高いことを示している。Gilmoreに
よれば，アカデミックプログラムの充実と学生活動は教育成果を高めるという。そして，
価格自体が教育成果に与える効果も考えられるとしている。つまり大きな投資量によって
結局，最後まで学業を続け卒業させることになる。そして最後に，豊かな大学は最良の学
生を教育し，大学は最良の学生に最大のインパクトを持ち，そうでない学生にネガティブ
なインパクトを持つことを結論としている。
　ところで，アメリカ高等教育は，1970年代初めから，18－19歳人口の減少が始まり1990
年代半ばで，25％減少が予測された。そして高等教育に悲観的ムードが漂ったのだが，人
口減に対する個々の機関には3つの選択があった。第一は，これまでとは異なって非伝統
的学生の確保である。第二として，授業料の値下げ策である。第三には，機関自体の規模
縮小である。16校のリベラルアーツを対象にした研究によると，このような状況で，ほと
んどのカレッジは第二の選択肢である授業料値下げ策をとらず，むしろ値上げの決定を行っ
た。そして興味深いことに，値上げ決定は結果的に成功し，授業料を値上げしなかった一
校は，学生数の減少に見舞われている。そして実際にリベラルアーツカレッジがとった策
は，部分的に非伝統的学生の受け入れであり，そしてほとんどが自らの意志による規模縮
小策をとった。そして規模の縮小は，質の維持，または向上をもたらした（Duffy，p．30）。
　18－19歳人口減少期に，入学難易度の低い大学と高い大学との格差がさらに広がったと
いう指摘がある。難易度の低い大学は，資金に制約された目標入学者数を確保するため入
学要件を下げざるを得ないことは，容易に想像がつく。しかしこのことは難易度の高い大
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学グループには当てはまらない。そこでは，人口減にもかかわらず，威信の高い選抜的大
学へ能力の高い学生の応募が，かつてないほど増加しつづけた。選抜的な大学の授業料が
上昇すると，裕福な親たちは，競って最も威信の高い大学へ子供を進学させようとした。
この現象を，高価であればより購買意欲がますという高級車の購買と同じ原理が働くと言
うことで「メルセデス（ベンツ）現象」と呼ぶこともある。また学生や親が，私立大学の
価格を大学教育の質の指標としてとらえ始めているので，有名私大は授業料を値上げでき
るという説明もされる。これは需要減少期に，値下げ競争に加わらず，質を強調して生き
残るビジネス戦略と同じであることから「シーバスリーガル現象」といわれる。
6．まとめ
　大学教育の質と価格との関係は，日本とアメリカで異なっていることが推測できる。ア
メリカの場合は，比較的明確で変数間の関係も解釈しやすい。高い授業料は，よりよい大
学教育の質を購入するためにある。授業料の高い大学は，入学難易度が高く，教育条件に
恵まれ，そして学生に対して大きな付加価値を与えてくれる。日本の大学教育の場合，変
数間の関係は，それほどはっきりしたものではないし，それについての研究の蓄積も乏し
い。日本の大学の経済学部だけのデータを検討すると，授業料と難易度は逆相関し，授業
料と教育条件も逆相関であることがわかる。しかしそれらの逆相関は年によって一定では
ないし，相関係数自体もそれほど大きくはない。さらに難易度と教育条件の関係も明確で
はない。
　日本の大学教育において，価格（授業料）と質（教育条件）が相関してないのは，大学
が価格支配力を持っていると考えることもできる。供給者が価格支配力を行使できるのは，
消費者の選択が限定される場合である。これは，供給者が他に競争相手を持たない場合最
も強い。日本の大学はこれまで充分な進学需要があり，入学者を学力試験によって選抜し
ていた。学生という消費者は，充分な大学教育の供給量がなかったため，学力によって大
学によって選ばれ，自らの選択の余地には限りがあった。そこでは大学が質に無関係に価
格を設定できたと考えることができる。しかしこのような状況は，18歳人口の減少によっ
て変化せざるを得ない。各大学は学生確保の競争状態におかれ，消費者としての学生は，
選択の幅が広がる。そしてこの競争によって，質（教育条件）や人気（難易度）が価格（授
業料）に反映することが予想される。
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